













年には国内第 3位となる 11.9% というシェアを獲得した。1996 年度からは 5カ年計画で
国内シェア 15%・世界シェア 5%を目指す拡大路線を推進したが，競合他社が相次いで










問題に関する調査報告書（2016 年 8 月 1 日）」（特調委報告書）に主に依拠している。
（3） 本事件は，三菱自動車が 1977 年以降に約 69 万台のリコールにつながる不具合情報を隠蔽し，その改修を内
密に実施していたものであり，社員の内部告発により発覚した。この事件の責任を取って河添社長（当時）
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　再び窮地に陥った三菱自動車の再建のため，ダイムラークライスラーと三菱グループ中
核 3社（三菱重工業・三菱商事・東京三菱銀行）の間で話し合いが進められた。しかし，
2004 年 3 月に再度のリコール隠し事件（5）（6）が発覚した上に，救済には巨額の資金投入が必
要と判断されたため，ダイムラークライスラーは手を引いた（7）。
　三菱自動車は 2004 年度に 4,747 億円もの当期純損失を計上し，同社向け債権が「破綻
懸念先」に分類される事態に追い込まれ，三菱グループから総額 6千億円超の支援が行わ
れた。その後，同社では「聖域なきコストカット」を掲げて徹底した経費削減策を実施し，








2009 年度 2010 年度 2011 年度 2012 年度 2013 年度 2014 年度 2015 年度 2016 年度
売上高 1,445,616 1,828,497 1,807,293 1,815,113 2,093,409 2,180,728 2,267,849 1,906,632
経常損益 12,980 38,949 60,904 93,903 129,472 151,616 141,027 8,944
当期純損益 4,758 15,621 23,928 37,978 104,664 118,170 72,575 △198,524
（筆者作成）
表 1　三菱自動車の業績（連結）① （単位：百万円）
2001 年度 2002 年度 2003 年度 2004 年度 2005 年度 2006 年度 2007 年度 2008 年度
売上高 3,200,699 3,884,874 2,519,449 2,122,626 2,120,068 2,202,869 2,682,103 1,973,572
経常損益 11,863 54,344 △110,295 △179,172 △17,780 18,542 85,731 △14,926
当期純損益 11,256 37,361 △215,424 △474,785 △92,166 8,745 34,710 △54,883
（筆者作成）
（5） 本事件は，三菱自動車がトラックの不具合を 1990 年頃に認識したにもかかわらず，リコールを実施しなかっ
たために 2002 年に 2件の死亡事故が発生し，警察が同社を捜索した結果，リコール隠しが発覚したもので
ある。リコール対象は，三菱ふそうで約 58 万台，三菱自動車で約 37 万台とされる。道路運送車両法違反（虚
偽報告）により三菱自動車は罰金 20 万円の有罪判決を受け，死亡事故に関しても三菱ふそう元会長などが
業務上過失致死傷罪により禁固刑の判決を受けた。
（6） 以下，2000 年のリコール隠し事件を「2000 年事件」，2004 年のリコール隠し事件を「2004 年事件」と呼び，
これら 2件を「リコール隠し事件」と総称する。
（7） 三菱ふそうは，2005 年 3 月にダイムラークライスラーの連結子会社とされた。
（8） 2005 年以降に軽自動車のエンジンのクランクシャフトオイルシールが抜け出す不具合が続発し，三菱自動車
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具体例として，開発部門の体制不足と研究開発費の不足が挙げられる。
　2004 年度及び 2005 年度には，会社の将来を悲観して多数の従業員が退職し，開発本部


















　合弁事業から生まれた最初の軽自動車が，2013 年 6 月から製造・販売を開始した 14 年
型 eKワゴンである。さらに 14 年型 eKスペース・15 年型 eKワゴン・15 年型 eKスペー
ス・16 年型 eKワゴンと続いた。しかし 2015 年秋に日産側で燃費を計測したところ，実
測値と国土交通省への届出値が大きく乖離している事実が判明した。

















国土交通省に報告した。さらに同 6月には，同社が過去 10 年間に製造・販売した自動車
で燃費試験の不正が行われていたと報告した。
　問題の軽自動車の販売台数は，三菱自動車が 15 万 7 千台，日産が 46 万 8 千台の計 62
万 5 千台である。三菱自動車は，ユーザーへの補償として，軽自動車 4車種（日産の 2車
種含む）に対して 10 万円，その他の 5車種について 3万円を支払うことを発表し，2015
年度及び 2016 年度に計 650 億円の特別損失を計上した。
　本事件の責任を取って，三菱自動車の相川社長と中尾副社長（いずれも当時）が辞任し
た。2016 年 10 月には，日産が 2,370 億円を出資して三菱自動車の株式を 34%保有する筆
頭株主となり，三菱自動車はルノー・日産アライアンスの一員とされた。なお，2017 年 1
月に消費者庁が，三菱自動車と日産に対し，景品表示法の優良誤認違反として，再発防止
































し，時速が 10km/h に低下するまで 1秒ごとに車速の変化を測定するというシンプルなも
のである。これを往復それぞれ 3回以上実施して，最後は惰行法と同様に最小二乗法によ
り抵抗係数を算出する。
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4.1　14 年型 eKワゴン











　14 年型 eKワゴンの燃費訴求車（20）の燃費目標は，2011 年 2 月時点で 26.4km/ℓとされ
ていた。その後に益子社長などから，この数字では不充分との意見が出されたため，同 5
月にゲートFを通過した時点で 27.0km/ ℓ，さらに同 10 月にゲートEを通過した時点で
は 28.0km/ ℓに引き上げられた。MMDSによれば，ゲートEの通過イコール目標値の決
定であるが，その後も目標は以下のとおり引き上げられた。






　・2012 年 5 月の開発会議でゲートCを通過した際に，性能実験部は，試作車の測定値
が 27.2km/ ℓにとどまっていたにもかかわらず，更なる燃費改善アイテムを盛り込
むことで目標達成の見込みと楽観的な報告をした。


















　・2012 年 7 月の会議β（23）で日産側が目標を 29.0km/ℓにすべきと提起した。性能実験
部は，「（日程的に間に合う）ネタがない状況」（特調委報告書 106 頁）と回答したが，
同 8月に目標は 29.0km/ ℓに引き上げられた。
　・2012 年 8 月末，MAEの開発担当エキスパートのFF氏は，タイヤの改善見込み及び
追加予定の燃費改善アイテムの効果を机上計算して，転がり抵抗係数を 0.0055 に改
善できれば 29.0km/ ℓを達成可能とした。
　・2012 年 10 月に国内で高速惰行法により走行抵抗を計測したところ，転がり抵抗係数
は 0.0069 であった。DD氏と FF氏は，タイで計測しなければ 0.0055 の達成は難しい
と考えた。
　・2012 年 12 月にダイハツのムーブが 29.0km/ℓを達成したとの情報を入手したこと
から，同月の開発会議で PXの R氏が 29.2km/ℓを目標とするよう指示した。しか
し性能実験部としては，開発期限まであと 1カ月と迫っていた上に，燃費改善アイテ
ムの候補も無かった。
　・2012 年 12 月に性能実験部は，開発本部長のY氏に 29.0km/ℓ以上の目標は現実的
でないと報告したが，Y氏は最後まで諦めずに努力するよう指示した。




告書 110 頁）とのことである。2013 年 2 月 1 日の開発会議では，タイでの試験結果
を確認することを前提に開発完了が承認された。
　以上のとおり，26.4km/ ℓ（2011 年 2 月）→ 27.0km/ℓ（2011 年 5 月）→ 28.0km/ℓ（2011
年 10 月）→ 28.2km/ ℓ（2012 年 2 月）→ 29.0km/ℓ（2012 年 8 月）→ 29.2km/ℓ（2012 年
12 月）と，2年間のうちに計 5回も燃費目標が引き上げられた。2011 年 10 月にゲートE
を通過し，目標を 28.0km/ ℓと決定した以上，その後の 3回の引き上げはMMDSに違反
している。
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転がり抵抗係数の差を 0.0020 と考え，2WDの数値にこれを加算して 0.0072 と机上計算し
た。
4.2　14 年型 eKスペース
　14 年型 eKスペース（2013 年 10 月開発終了）は，14 年型 eKワゴンよりも車高を高く
したスーパーハイトワゴンである。2012 年 4 月にゲートFを通過した時点で，燃費訴求
車の燃費目標は 25.4km/ ℓであったが，競合するスズキの「パレット」の後継モデルの
燃費が 27.8km/ ℓとの情報を入手したため，同 8月の商品会議で目標を 27.4km/ℓに引
き上げてゲートEを通過した。
　2013 年 6 月に前述の 14 年型 eKワゴンが発売されたが，あまりに燃費を重視したこと
で動力性能が阻害され，エンスト等の不具合が多発した。同様の不具合が起きるのを予防
するため，14 年型 eKスペースの動力性能を改善させる改良を加えたところ，燃費が大幅





　性能実験部では，14 年型 eKスペースの転がり抵抗係数は 14 年型 eKワゴンと理論上
同じになると考えていたが，2013 年夏に高速惰行法により計測したところ，それよりも
かなり高い数値となった（24）。そこでDD氏と FF氏は，14 年型 eKワゴンの数値を流用








　15 年型 eKワゴン（2014 年 4 月開発終了）は，14 年型 eKワゴンの年式変更車であり，
前モデルと同様に燃費面でトールワゴンのトップとなることが開発目標とされていた。開
発関係の幹部は競合車のワゴンRと同じ 30.0km/ℓを要求したが，性能実験部が技術的




（24） 14 年型 eKワゴンでは，タイで走行抵抗を測定した上に，「恣意的計算」を行っていたため，それよりも数
値が高くなるのは当然である。
（25） 0.0052 は，14 年型 eKワゴン（2WDの燃費訴求車）で用いる予定だった数値である。
―73―
樋口晴彦：三菱自動車燃費不正事件の事例研究
　この目標引き上げを性能実験部が認識したのは，開発終盤の 2014 年 2 月であった。も
はや打つ手がないDD氏と EE氏は，前モデルの二次曲線を恣意的に描き直し，2WDの
転がり抵抗係数を 0.0049 と捏造した（恣意的計算）。4WDについては，形状や重量が大
きく異なるにもかかわらず，14 年型 eKスペースの 0.0060 を流用した（数値流用）。






　15 年型 eKスペース（2014 年 12 月開発終了）は，14 年型 eKスペースの年式変更車で
あり，前モデルと同様に燃費訴求車は開発されず，室内の広さや居住性を指向した。2014
年 5 月にNMKVが標準車（2WD）の燃費目標を 26.5km/ℓとするように要求したが，
性能実験部は技術的に不可能と返答し，同月の技術計画書では 26.2km/ℓに設定された。
　しかし，15 年型 eKワゴンの型式指定審査の際，自動車機構の審査官から「今後は燃費




　2014 年 10 月，DD氏は，4WDについて 14 年型 eKスペースのデータの最下限をなぞ
る形で二次曲線を恣意的に描き直し，転がり抵抗係数を 0.0053 とした（恣意的計算）。
2WDについては，15 年型 eKワゴン（2WD）の 0.0049 から，4WDの減少幅 0.0007（＝
0.0060 － 0.0053）を差し引いて 0.0042 とした（恣意的計算）。これらの数値操作に技術的
根拠はなく，捏造を一層エスカレートさせただけである。
4.5　16 年型 eKワゴン
　16 年型 eKワゴン（2015 年 6 月開発終了）は，15 年型 eKワゴンの年式変更車であり，
前モデルと同様に燃費面でトールワゴンのトップとなることを開発目標としていた。開発
関係の幹部は競合車のワゴンRと同じ 33.0km/ℓを要求したが，性能実験部が技術的に
困難としたため，2014 年 6 月の商品会議では，燃費目標を 30.8km/ℓとしてゲートEを
通過した。その後，採用を予定していた燃費改善アイテムの効果が小さいことが判明し，
2014 年 10 月の商品会議では目標を 30.4km/ℓに引き下げた。
　前述した燃費運転の禁止は 16 年型 eKワゴンにも影響したが，開発期限に関しては時
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突被害軽減ブレーキなどの展開の工夫によりワゴンRとは異なる土俵で勝負することを考
える必要がある」（特調委報告書 156 頁）と述べるなど，経営陣も燃費一辺倒ではなかった。
　それにもかかわらず，DD氏と EE氏は，2014 年 8 月の段階で走行抵抗の捏造を検討し
ており，15 年型 eKワゴンの転がり抵抗係数の 0.0049 から，タイヤ改善効果として机上
計算で 0.0001 を減らした上で，さらに何の根拠もなく 10%引き下げて 0.0044 とする考え


















14 年型 eKワゴン 0.0055　　　　　　　0.0052 0.0072
14 年型 eKスペース 0.0052 0.0060
15 年型 eKワゴン 0.0049 0.0060
15 年型 eKスペース 0.0042 0.0053

































































































































（日経ものづくり 2016 年 6 月号 25 頁）。
―78―
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4.6.3　研究開発費の不足による技術の劣後
　2015 年度の軽自動車販売台数のシェアは，第 1位がダイハツ工業の 32.2%，第 2位がス
ズキの 30.3%，第 3位がホンダの 17.7%，第 4位が日産の 10.9%，そして第 5位の三菱自
動車の 3.2% の順であった。三菱自動車と提携先の日産を合わせても 14.1% にすぎず，ダ
イハツ工業やスズキに遠く及ばない。このシェアの差が研究開発費に影響するのは当然で
























（31）三菱自動車の 2015 年度の販売台数約 104 万台のうち，軽自動車は約 10 万台であった。ちなみに，三菱自動
車と同様に軽自動車以外の車種の比重が大きいホンダでは，2015 年度の研究開発費は 6,565 億円であった。




















































































































































問題の原因となる可能性がある ｣（同 74 頁）として，正当性回復のための近視眼的行動
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員の最長在任期間を設定することが有用である（37）。
　ちなみに，企業倫理委員会は，本事件発覚直後の 2016 年 6 月に解散した。その理由に
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問題がありました







































り 2004 年に経営悪化に直面すると，三菱自動車は三菱グループ中核 3社の後見下に置か
れた（42）。




（40） 1983 年から 1993 年にかけて三菱自動車の社長・会長を務めた舘豊夫氏は，「重工の子会社的意識が残るぬる


































































































































































（2012 年 12 月 9 日）」
三菱自動車（2016）　「燃費不正問題に関する調査報告書（2016 年 8 月 1 日）」（特調委報
告書）







past scandals，such as neglecting customers，little sense of unity，lack of
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